

























































西　ド　イ　ツ 48．4 48．1 49．4
フ　ラ　ソ　ス 50．1 48．354．7
イ　タ　リ　ア 37．1 33．5姐．1












国　　名 ユ9651970 1975 19801983
ア　メ　リ　カ 36．239．0 40．1 43．7μ．9
カ　　ナ　　ダ 32．5ユ〕 34．6 37．240．243．7
西　ド　イ　ツ 34．534．7 37．O 37．9 38．7
イ　ギ　リ　ス 35，637．740．442I1 43．5
イ　タ　リ　ア 27．227．5 29．1 32．22〕
スウ呈一デソ 一 40．9 43．7 46．548．O
フィソラソド 41．643．846．647．9 49．5

































































































































































































































































































































































































製造業 卸売業 小売業 銀行
一“アンマーク 197463．971．472．6 70．O
198371．474．475．5 76．4
フ　ラ　ン　ス 197458．O 66．6 66．1 71．8
197861．769．767．574．5
ド　イ　　ツ 1971 63．5 67．O 60．1 71I6
198266，768．3 65．9 77．4
イ　ギリ　スa 1971 44．344．247．1 46．Ob









































































































































保険業最高経営層 2．8 6．2 2．7
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　1｛Managers　and　senior　　　　　　　　　　　　　　　　　．management　eXeCutlVeS
取　締　役 2．9 16．7 3．7 ／鰐暮惹anagement
部　　　　長 13．2 37．5 5，1
Junior　executives　and｛personnel　withequiValent　qualiiCatiOnS
課、　　長 47．9 68．2 30．3
｛Highly　quali五edemployees
係長・主任 56．8 65．7 43．4Quali丘ed　employees
一般職員 78．4 61．7 9．O 0ther　empIoyees
資料出所：労働省国際一労働課編「海外労働自劃1年版」pp．152－I5㌔
賃金法におげる強制執行力の弱さなどを考慮するとそれ程犬きな要因とは思わ
れない。むしろ，1960年代以降の地遣な女性の労働市場での地位向上の努力の
成果と見るのが正しいだろう。表5に示されているように女子の管理職，専門
職への進出はかなり目立っている。このような女性の雇用構造の高度化は法律
の市場機能への介入の結果ではなく，女子の教育や訓練そLて杜会意識の変革
によってもたらされたと思われる。この点をもっと強調Lているのが次に見る
北欧のアブローチである。
　2　働く女性の地位向上を目指す北欧諸国
　スウェーデンに代表される北欧諸国の雇用平等へのアプロー手はEC諸国の
ものと比べて遥かに革新的である。平等志向の強い北欧杜会にあって女性の地
位向上は平等な杜会の大きな構成要素と考えられている。北欧諸国では戦前，
戦後を通じて杜会民主党が政権の主流を占め，杜会保障制度の充実による福祉
国家建設を大きな目標としていた。戦後，手厚い杜会保障制度，累進性の高い
税制度に代表される貧困救済と杜会各層問の格差縮小などにより世界に冠たる
北欧福祉国家が出現する。1960年代になると保障よりも平等が犬きた国民的目
標になってくる。㈲組合側の賃金政策にもこのような変化が現れている。例え
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　177
　178　　　　　　　　　　　　早稲田商学第323号
ぱスウェーテンの場合，1940～1950年代には達帯の賃金政策（sO11dar1stlc
wage　policies）として低賃金の引き上げが主だったが，1960年代になると男
女の賃金差別の廃止が目標になってくる。1960～1965年問にスウェーデソでは
労使協定により，男女別の賃金率は撤廃される。ノールウニイでも1961－1967
間に男女別賃金率は全ての協約から消えていった。帽〕
　1960年代以後，男女平等は広範な杜会運動になっていく。北欧諸国の重点は
職場での女性の地位の向上に置かれ，教育，訓練，杜会意識など根の深い運動
を展開Lていった。ω中でも問題とたったのが性別による職業区別（segrega－
tiOn）で男性の職場への女性の進出が目標となった。例えぱ，ノールウェイで
は女性のエンジニア養成の計画が行われた。スウェーデソでは1974年に職種の
区分を少くするために逆差別を含む政策を採用している。具体的には，地域雇
用促進基金を使った場合，新しく創出される雇用の40劣は女性に割り当てられ
た。ω1977年には雇用平等に関する労使の中央協定が結ぱれ，その中には女子
の雇用増大のための人事政策をとること，そLて採用の際少数グルーブ（主に
女性）の侯補者を優先する（pOsitivediscriminatiOn）などが盛り込まれ
た。ω同時に，女性が外で働くことを可能とするために数多くの杜会施策が講
じられた。例えぱ，有給の出産休暇，7ヶ月問の育児休暇制度などの充実が図
られた。（育児休暇は父親でもとれ，実際，1977年には10％の父親が育児休暇
をとった。）固また託児所などの普及に力が入れられた。このような北欧型の雇
用平等ぱ次のような特徴が見られる。
　①法律による規制よりは労使の自発的行動を重視Lている。同一賃金にL
ろ雇用平等にしろ，労使協定が主軸で雇用平等関係の法律は数少ないし強制力
の厳しいものではない。北欧諸国は伝統的に市場機能への国家介入を好また
い。この点，次のアメリカ型と問題へのアプローチの仕方が犬きく違う。
　②　国や自治体の主な活動分野は，女性が男性と同等に働げる環境作りであ
った。教育内容の改革（伝統的な男子，女子の性別分担のイメージを変えるこ
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と），女子の職業訓練の改善，育児，保育などの施設の改善などが実践され
た。
　③北欧諸国は形式的な雇用平等よりも女性の地位，女性の労働に関Lての
意識改革に力を入れている。平等の重要さに対する国民的合意があるので意識
面での改革が進んだものと思われる。ともかく，今日の北欧諸国では男女差別
の意識は過去のものとなりつつある。
　3　差別禁止を重視するアメリカのアプローチ
　アメリカの雇用平等の動向については多くの労作があるので，ここではアメ
リカのアプローチの特色のみ記して見る。
　他の西欧諸国と対比すると，アメリカの雇用平等は男女差別の法的問題とす
るところに特徴がある。もともとアメリカでは人種差別，マイノリティグルー
プなどの問題の後を継ぐ形で女性の問題が出て来たので，当然，人種差別に用
いられた方法が性差別にも援用される。性差別は個人の基本的人権に対する侵
害として法律，行政の規制の対象になる。童た，アメリカは法的権利意識が強
く裁判に訴えて結着を求めることが日常化している。雇用平等の問題でも男女
間の不当な差別の廃止に力点が置かれている。同一賃金法，そして公民権法の
第七編（雇用における均等機会の保障）は種々の判例を通Lて実質的な規制力
を持つ。この公民権法第七編により，雇い入れ，解雇，賃金，昇進，労働条件
等で女性に対して差別行為，または差別の疑いのある行為は裁判沙汰になる可
能性が強い。個人のレベルでもわが国やヨーロッパ諾国と比べてもアメリカは
遥かに差別の問題に敏感である。多民族国家を統合して行くためには平等主義
が必要なのだろう。ωともかく，この平等主義の伝統を把握しないと何故アメ
リカでは性差別が大きな杜会間題化しているのかを理解できない。
　第二の特色はこの平等主義と結びつき，差別廃止は経済の論理に優先する。
したがって，企業は大きな経済的犠牲を払っても差別待遇を廃止しなげればな
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らない。公民権法の執行機関である雇用機会平等委員会（EEOC）は巨大な組
織で労働市場や企業の人事，労務の間題を監視し，法の適用を行っている。差
別禁止の経済的コストは想像し難いレペルに達している。幾つかの例をあげよ
う。最近わが国の新聞，雑誌でも報遣されたが，女性差別に関する米国住友商
事のケースは約十年がかりで最終的に和解が成立Lた。12人のアメリカの女性
秘書が男子の日本人のみ管理者，監督的地位に登用されるのは公民権法第七編
に反するとLて救済を求めたもので，最高裁で米国住友商事が敗訴した（ユ982
年）。その結果，最近成立した和解の内容は米国住友商事に向こう三年問に損
害賠償その他で約280万ドルの支出を義務づけている。胴性差別の問題で金額
的に最も大きな例はEEOC対アメリヵ電信電話会杜の和解（1973）年だった。
その内容は15，000名の従業員に対L1，500万ドルのバックペイを支払うこと
（大半は女性），新しい昇給政策をたて，その給与調整に年問2，300万ドルを充
てる，というものだった。㈹現在係争中のケースで最大のものはワシントソ州
の賃金差別で，もL州側が敗訴すれぱ総額10億ドルの出費が予測されている。
このように差別行為の訴訟の場合莫大な費用を要することが多く，今や性差別
の間題はアメリカの企業の人事，労務の関係老が最も苦慮し，注意を払ってい
る間題の一つとなっている。ちなみに，EEOCが1980年に扱った雇用，賃金
差別の件数は72，000件で38，000人に支払われたバックペイの総額は9千万ドル
を超えた。
注（1〕詳しくは，C－E．Landau“Recent　Iegislation　and　caseエaw　in　the　EEC　on
　　sex　equality　in　e㎜ployment”Intemat三〇na1Labour　Reマiew　Vo1，123no1．
　　Jan－Feb．1984．
　（2）H，Suzuki“AIl　Intemational　Ouerview　of　Equal　pay　Issues：major　devel－
　　opments　since1975”Intemational　Industrial　Relati㎝s　Associati㎝，7th　World
　　Congress．Sept．1986，Hambourg　Germany．
　（3）イギリスの例については高島道枝「イギリスの雇用平等法をめぐる最近の動向」
　　　（婦人労働における保護と平等：杜会政策叢書第9集）（啓文杜）1985が詳しい。
　（5）Department　of　Employment。“Employment　Gazette”Febmary1986，p，53．
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（6）W．D．Torrence　and　C．Piganio1；“Wo固e口，Pay　and　Comparable　Worth：
　Comparison　of　USA　and　France，”（Conference　paper）．Intemational　Industria1
　Relations　Association．Sept．1986，Hambourg．
（7）　Landau・op・cit・p・67・
（8）ナセニウス・リッテル（高須裕三，エイコデューク訳）「スウェーデンの杜会政
　策」（光生館）1974pp・72－73・
（g）N　Elvander“Col1ective　Bargaining　and　Incomes　Policies　in　the　Nordic
　Co1mtries1a　Comparative　Analysis．”British　Jouma1of　Industrial　Re1ations．
　▽o一．12　no3March，1974．
⑩ILO．「Women　workers　and　Society：Intemationa1Perspectives」Geneva
　1976．
（軸　IL0「Equal　Remmertion」Geneva1975・前掲P・61・
⑫　OECD「Women　and　EmployInent」Paris1980，pp．60－61。
⑫　OECD「Equa1Opportmities　for　Women」Paris1979，p．156．
⑭　桑原靖夫“雇用平等立法の効果と限界”ジュリストNα819．1984年8－1＿15．
⑮　“Japan　Ti血es”1987年ユ月ユO日付dその他英見忠「海外進出企業の労使関係」
　（日本経済新聞杜　1983，pp．170－176．
⑲　竹内一夫「アメリカの平等雇用」前掲pp・仏45・
お　わ　り　に
　男女雇用平等に関する国際的潮流を眺めた後，簡単にわが国の男女雇用機会
均等法との関連を記してみたい。周知のように，この法律は立法過程で難航し
労使のコスセンサスが得られぬまま行政サイド指導でやっと立法化された。内
容はアメリカの公民権法第七編をモデルにとり，募集，採用，配置，昇進，教
育訓練，福利厚生，定年，解雇などに関する男女差別の廃止を目指してい私
Lかし事業主に対する努力義務（募集，採用，配置，昇進）と禁止規定の区分
の意味がはっきりしたいし，また，制裁措置がなく，どこまでこの法律が効力
を持つかなど疑問が出されている。ω
　この小論で試みた三つの国際潮流との関係では次のことが言えよう。
　1　わが国の法制度はアメリカ型の差別禁止の流れを受げているが，差別禁
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止の伝統の薄い日本でどれ程実効があるのか定かではない。多分，差別禁止の
土壌のないわが国ではこの法律に犬きな期待を寄せることは難しいだろう。と
くに法執行機関の役割がはっきりせず，行政救済もないので差別的憤行の排除
にそう効果を持たないだろう。
　2　歴史的に見ても，EC諸国の例から見ても同一賃金は雇用平等の大きな
柱である。この賃金の間題には手がつげられていない。労基法第4条のみとい
う現状では他の先進諸国と比べて著しく法整備が遅れていると言わざるを得な
い。昨年出されたIL0の同一賃金に関する報告では次のような興味ある指摘
カミある。“しぱLぱ，この原則（同一賃金の原則）を適用するための法制度が
不備な状況は実質的な執行のためにより厳Lい行動が必要でないとするケース
に相当する。しかし実際に法の執行がたされ，法制度が強化されるにつれて種
々の問題が表面化L，進歩が促がされる”。②わが国の場合，未にこの初期的段
階から抜げ出していない。
　3　雇用機会均等法の立法化に注意が向かれ遇ぎ，北欧型にみられるような
女性地位向上への地道な努力が欠けている。とくに出産，育児休暇がとれるよ
うな体制や，託児所の充実など女性労働者が継続して働げるような環境作りが
行われていない。
　4　雇用平等の究種的な問題は意識の変革である。働く女性の地位について
の杜会的な意識の変革は一朝一夕には出来ない。雇用機会均等法の成立は女性
の問題に注意を向げるのには成功Lたが，本当の所は今やっと出発点に立った
のに等Lい。長期的な根強い意識変革の努力がなけれぱ，雇用機会均等法は女
性の地位向上に結びつかないものと思われる。
注（ユ）詳Lくは“均等待遇の法的課塵”座談会「ジュリスト」1984年8－1－15，No．819。
　　“男女雇用機会均等法の法的イソパクド日本労働蝪会雑誌1985年7・8月号。
　（2〕IL0「Equal　Remuneration：General　Su耐ey　of　the　Reports　on　the　Equal
　　remuneration　Convention（Nα100）aIld　Recommendation（nogO）」1986－Para．
　　253．
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